
令和８年度 

掛川社会福祉事業会 事業計画書 
 

現在も深刻化している物価高、資源材料高騰の中、国は、企業の賃金改善と力強い経済の

実現に向け必要な対策を講じていくとの方向性を示しております。その対策の一環として、

時給 1,500 円を目標とした労働者への賃金の上昇を図るため、これまでも過去 2 年に渡り

最低賃金改正が積極的に進められてきました。しかしながら公定価格による経営を余儀な

くされている社会福祉法人としては、主旨に賛同しながらも民間企業同等の待遇改善を図

ることが極めて困難な局面にぶつかり、当法人での最低賃金改正への対応は、法の規定額に

満たないケースのみの引き上げに留めざるを得ませんでした。このような状況による賃金

設定は、給与額を公開するハローワークや学生求人サイト等、一般企業と競合する今後の求

人対応へも大きく影響が及ぶものと危惧しており、事業実施内容の検証と各事業収支を緻

密に管理し、確実な収入確保と、人件費をはじめ必要となる経費支出に適正な予算の配分と

執行をしていくことが肝要と考えております。 

また、当法人では、令和 8 年度から第 1 次 10 カ年計画に続き、第 2 次 10 カ年計画をス

タートいたします。昨年度における計画策定協議を踏まえ取り纏めました法人本部事業を

はじめ、各自業種別それぞれの取組を年度事業に反映し着実に実施して参ります。 

法人運営においては事業を担う人材の問題は深刻です。人材に関しては「確保」「育成」

「定着」のそれぞれに課題が生じており、これまでの取組では総体的な成果には至っていま

せん。課題に対しては、既に法人委員会にて対応してきた分野もありますが、今後は人材の

「定着」に向けての取り組みが急務と考えております。人材定着へのアプローチとしては、

生産性の向上が不可欠となります。一面、介護職業務に限定した課題に思われがちですが、

事業実施に関わる全ての職種業務に関係するものであるため、全事業所、全職種の職場環境

見直しを進めて参ります。 

法人事業として掛川市からの指定管理にて運営しております養護老人ホーム掛川市きき

ょう荘は、掛川市による事業廃止への方向性のもと、新規受入れの縮小、現入所者の今後の

受け皿調整を進めていく年度となります。現入所者への配慮はもとより、掛川市担当課、転

出転居受け入れ先施設との連絡調整に万全を期し混乱を最小限に止めるよう努めて参りま

す。 

社会福祉法人としての必要な取組については、これまでも人材確保・広報、人材育成、地

域貢献、法令遵守体制構築に関してそれぞれ委員会を構成し活動を進めております。昨年度

後半より、今後の活動の在り方について第 2次 10カ年計画策定協議において検討を開始し、

社会福祉法人の運営に際して必要な取組項目の精査、現行委員会の事業目的、委員構成、取

組手法等に関しての抜本的見直しを進めて参りましたが未だ完結できておりません。その

ため、8年度当初はこれまでの運営形態を継続することとし、8年度内早期に必要な改編を

予定することと致します。 

以上の趣旨のもと、令和 8年度重点目標及び取組みは下記の通りと致します。 



（１）理事会、評議員会の開催及び監査の実施 

①定款及び定款細則に沿った役員会の開催運営（別紙年間計画表参照） 

  ②事業計画及び予算の執行管理 

③監事による決算監査及び中期監査の実施 

 

（２）「掛川社会福祉事業会第 2次 10カ年計画」前期事業の実践 

①第 2次前期年次計画に沿った当該年度事業実施 

②実施取組についての進捗管理の徹底  

 

（３）事業・業務承継の体系構築と対応実践 

①承継すべき項目整理と承継方法・引継ぎ様式の確立 

②現に属人化している対応及び事象の洗い出しと対応方法の標準化を基本とした仕組

作りへの移行促進継続 

③社会保険労務管理に係るアウトソーシングの活用継続 

 

（４）事業活動における生産性の見直しと向上に向けた全社的取組みの実践 

①生産性向上取組みに対する理解促進と周知 

②事業所・職種業務における生産性向上のための対応の具体化と実践 

③取組実践に対する評価・検証と必要な見直し 

 

（５）人材の確保・育成・定着 

①有効な人材確保対策の検討 

②人材育成の体系及び取組みの検証と必要な改正 

③職員定着に向けての役職者による適正な労務管理とメンタルヘルス対応の促進 

 

（６）実施事業の運営実態に係る適正性の確認 

①全事業を対象とした法令順守を主眼とする運営実態内部監査 

②事業所内業務牽制体制の検証と必要な見直し 

③業務実施の決定プロセスの透明化と稟議手続きの厳格化 

④業務遂行の指針となる各会議の協議内容検証と会議体系の整理 

 

（７）社会福祉法人としての公益的取組の推進 

①社会福祉法人の担う公益的取組項目の整理 

②全社的取組実践に向けての職員への働きかけ 

 

（８）法人運営上の諸課題の整理と課題解消に向けた取組みの実践 

①法人事務事業企画実践のための組織体系の整備 



 令和 8 年度 

特別養護老人ホームかけがわ苑 事業計画書 

 

事業方針 

健康寿命および平均寿命の延伸、少子高齢化の更なる進行、社会的な生産人口の減少に

伴う介護人材の不足は今後も深刻化すると見込まれます。このような状況の中、事業所の

中長期計画になります第 2次 10ヶ年計画の前期目標に掲げている「介護人材の安定確保

と定着」「業務改善と生産性向上の取り組み」に基づき、働きやすい職場環境作りを一層

推進して参ります。 

特別養護老人ホームかけがわ苑では、生産性向上検討委員会を中心に、介護機器や ICT

等のテクノロジーの活用をすすめ、利用者の安全性の向上と職員の業務負担軽減の両立

を図り、サービスの質を高めながら「支える人も、支えられる人も、笑顔になれる施設」

を目指します。 

昨年度は４月に多床室フロアで胃腸炎のクラスターが発生しましたが、以後は感染症

の蔓延が発生することもなく、面会時をはじめ納涼祭や敬老会でのご家族との会食や小

国神社へのグループ外出を再開し、新型コロナウィルスによるパンデミック前の日常に

ほぼ戻すことができました。今年度も、こうした日常の回復と感謝の念を大切にしながら、

感染対策を継続するとともに、新興感染症への対応力を高めていきます。あわせて、国が

推進する嘱託医や協力医療機関との連携を強化し、急変時にも適切に対応できる体制を

整備します。 

 利用者処遇の向上に向けては、多床室のうぐいすフロアときんもくせいフロアを統合

し、社会構造の変化とともに介護人材が不足する状況下であっても利用者の生活リズム

や個別性を尊重したケアが継続できるよう、業務改善をすすめて参ります。また、ICT化

による生産性の向上を図りながら、統一基準に基づくケアの最適化を図り、質の高い支援

を提供します。さらに、「LIFE（科学的介護情報システム）」のデータや「適切なケアマネ

ジメント手法」を取り入れ、サービス担当者会議やケアプラン作成に活用するとともに

日々の支援に反映し、科学的根拠に基づくケアの質向上を目指します。また、 

給食サービスにおいては、「おいしさ・食べやすさ・高栄養」を備えた新しい食事サー

ビスを導入し、利用者様の食の満足度向上を図ります。利用者様と職員双方に寄り添った、

より質の高い食事サービスの提供を目指します。 

 防災・防犯体制については、昨年、埼玉県の老人ホームにおいて元職員による痛ましい

事件を教訓に、全職員への防犯対策マニュアルの周知徹底を図る等、防犯への意識と対策

強化に取り組みます。また、近年頻発している甚大な豪雨災害踏まえ、垂直避難訓練の実

施、防災設備・備品の充実、災害 BCP（事業継続計画）に基づいた訓練・研修を継続しま



す。さらに地域住民や近隣施設等との協働により地域防災の体制の強化に努めます。 

また、平成の増改築から 15年弱が経過し施設や設備の老朽化が進む中、利用者の安全確

保と快適な生活環境の維持を目的に、計画的な修繕や設備更新を行って施設の長寿命化

を図り、地域に必要とされる福祉施設として将来にわたり持続させて参ります。 

 

事業目標 

① 働きやすい職場作り 

② 外国人介護人材の受け入れと活用 

③ 医療連携体制の強化 

④ 危機管理体制の強化 

⑤ 利用者の安定確保（目標：稼働率 98.4％） 

⑥ 施設・設備の長寿命化への取り組み 

 

具体的取組み 

① ・業務改善と生産性の向上 

  生産性向上検討委員会を中心に、業務の効率化・ケアの質の確保・職員の負担軽減 

を目的として、ICT化や介護ロボット導入に向けた計画を立案し導入につなげる。 

・業務マニュアル・標準化シートを作成活用するとともに、定期的に見直し業務の標準 

化を図る。  

・多床室フロアの統合による人材・時間の有効活用 

 利用者様には「おいしく、食べやすく、高栄養」の新しい食事サービスと多床室フロ 

アにも温冷配膳車を導入することで職員の盛付業務を軽減し、利用者にも職員にも寄 

り添った食事サービスの提供を目指します。 

・「働きやすい介護事業所」の認証取得を目指す 

時間外労働や休暇の取得について適正管理し、ハラスメント防止対策の実施や職員へ

のキャリアアップ支援等、労働環境の改善を図る。認証基準を満たす取組みを実施し、

働きやすい職場環境を作る。 

  ・静岡県高齢者福祉研究大会の出展を目指す。 

② ・外国人介護人材の受け入れ準備 

   介護人材不足への対応として、外国人人材の受け入れに関する目的と方針を準備し、

職員間の理解促進と協力体制の構築を進める。 

③ ・利用者が安心して生活できる環境を確保するため、夜間帯の状態変化時に迅速かつ適 

切に対応できる夜間オンコール代行システムを継続運用する。また、認知症利用者の 

処遇を専門医に相談できる「精神科医療養指導」のサービスを導入し、より質の高い

ケアの提供に繋げるとともに、嘱託医および協力医療機関との連携を強化し、急変時



にも利用者が適切な医療を受けられるよう、連絡体制の整備を進める。 

・感染対策を徹底し、事業継続計画の見直しと研修、訓練の定着を図る。日々の処置を

通して利用者の状態変化を早期に察知し、安全を確保する。 

  ・DESIGN-Rでの褥瘡評価を継続し、多職種連携に努める。また、集団機能訓練（ラジオ

体操・口腔体操）や個別機能訓練を実施し、廃用性症候群の予防に取り組む。 

・口腔環境の向上を図り、安全な食事摂取を支えるため、多職種連携体制を整え、口腔衛

生管理の充実に努める。 

④・災害時のBCPに基づくシミュレーション訓練・研修を実施し、必要な見直しを行う。

長期停電を想定した備蓄品・備品を整備し、全職員が取り扱い手順を習得する。 

・今年度より夜間宿直体制を廃止することから、職員が行う防災・防犯対策を見直すと

ともに職員に対して消防計画やBCP、不審者侵入防止マニュアル等各種マニュアルの

周知を徹底する。 

・地域住民、消防署と連携し総合防災訓練や地震、水害等の避難訓練を実施する。災害

時安否確認システムを活用し、近隣住民・商業施設・周辺施設等と担当者レベルで協

議し、地域防災体制を構築する。 

⑤・ホームページで周知し、早期の申込に繋げる。 

  入院・退所による空床発生時は情報収集を迅速に行い、ショートステイ受入担当と連 

  携して空床活用を図る。 退所から新規入所までの所要期間を 14 日以内に目標設定し、 

事前のアセスメントや診療情報提供書提出依頼を計画的に行う。優先入所順位決定者 

に速やかな連絡を行い早期入所に繋げる。 

 ・入所申込者の減少への対策として、地域住民や居宅介護支援事業所、地域包括支援セ 

  ンターをはじめ慢性期病院等への営業活動を強化する。特例入所が必要な場合は早期 

  情報収集し、保険者へ審査を依頼する。 

・必要に応じて認定調査の見直しを提案する。 

⑥・施設の老朽化対策および長寿命化を実現するため、大規模修繕計画の策定や設備更新を

進めるにあたり、財源の効率化を図るべく、利用可能な補助金・助成金の活用を検討す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和８年度 

かけがわ苑短期入所生活介護事業所 事業計画書 

 

事業方針 

かけがわ苑短期入所生活介護事業所は、地域包括ケアの一翼を担う施設として、地域全体

で在宅介護を支える仕組みづくりに貢献して参ります。つきましては、令和 8年度、「地域

に信頼され、安心して利用できる施設、リピーター利用の多い施設」を目標に掲げ、ご利用

者の状況と希望に応じて計画的に利用できるよう支援する他、利用中には日常生活動作訓

練の実施、ご利用者個々に合った余暇活動、季節行事への参加等、意欲を引き出す活動によ

り心身機能の維持・向上を図ることで、在宅生活を無理なく継続できるような支援体制を整

えて参ります。加えて当事業所は、地域のニーズに応えるため、緊急ショートの需要に積極

的に応えるとともに、長期利用にも柔軟に対応しながら、ご利用者の確保とサービスの安定

供給を図って参ります。医療面におきましては、新たに医療相談機関による夜間オンコール

代行サービスの導入を計画しており、同サービスから得られる助言内容や対応状況につい

て嘱託医や在宅の主治医及び関係機関と適切に連携することにより、医療面での対応を一

層強化させ、ご利用者がより安心して利用できる体制づくり進めて参ります。 

また、職員が働きやすく、専門性を発揮できる職場環境づくりを推進し、介護人材の確保

と定着を図るとともに、業務改善や効率化を通じて、生産性の向上とサービスの質の向上を

両立いたします。そして、災害時や感染症発生時などのリスクに備え、防犯を含めた危機管

理体制の見直しと強化を行い、利用者と職員の安全確保を徹底いたします。 

 

事業目標 

➀新規利用者の獲得を促進し、長期利用や送迎を含む多様なニーズに対応できる体制を検

討するとともに、生活環境と心身機能の維持・向上を図りながら、安心して利用できるシ

ョートステイ運営を推進し、安定した稼働率を目指す。（目標：稼働率 90.0％） 

②生産性の向上と業務改善を進めるとともに、ICT化を推進して人材確保に努め、働きやす

い職場づくりに取り組む。 

③標準予防策に基づく感染対策を徹底するとともに、夜間の緊急時にも適切に対応できる

体制を構築し、医療連携を強化する。 

④防災および防犯機能の強化と充実を図る。 

 

具体的取組み 

➀ ・多様なニーズに応じたショートステイの長期利用者の受け入れを促進する。 

・利用者の生活リズムを見直し、日常生活動作訓練の実施とともに個々に合った余暇活

動やレクリエーションが提供できるよう取り組む。また、機能訓練指導員をはじめと

する職員が連携し、日常生活の中で取り組める「生活リハビリ」を積極的に取り入れ、

継続的な機能維持を支援する。 



・特養利用者との合同行事や外出イベントを企画し、利用者の生活意欲向上を促進する。 

・送迎サービスの課題を整理し、安全性と効率性の向上に向けた対策を検討する。これ

により、利用者がより安心して利用できるサービス体制の確立を図る。 

・社会福祉法人としてセーフティネットの役割を理解し、緊急ショートを積極的に受け

入れる。 

②・職員体制の構築と業務の見直しを行い、利用者の安全確保と職員の負担軽減のための

介護テクノロジーの導入を検討する。  

・記録ソフトを基にサービス計画書の評価・分析を行う。 

・ ケアプランデータ連携システムを活用し、居宅介護支援事業所との情報連携の効率化

を進める。 

③・感染防止委員会と連携し、BCP や対策マニュアルの定期見直しとともに、研修と訓練

を継続実施する。 

 ・利用前の体調確認を徹底し、施設内の感染症蔓延を防止する。 

・夜間オンコール代行システムを導入し、夜間の緊急時にも迅速かつ適切な対応が可能 

となる体制を構築し、嘱託医、および在宅主治医や担当ケアマネジャーとの連携の充

実を図ることで、利用者・家族が安心してサービスを利用できる環境を整える。 

④・利用者の安全確保のため、防災・防犯体制を充実させる。災害時の BCPを定期的に見

直し、訓練や研修を継続して実施し、利用者および職員の安全確保を目的として、 

施設内の防犯対策を体系的に推進するとともに、職員に対する防犯教育・研修を充実 

させ、組織全体の危機管理能力の向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和８年度 

 かけがわ苑通所介護事業所 事業計画書 

 

事業方針 

 2025年問題の年度が過ぎ、次は 2030年問題、2040年問題へと「少子高齢化による社会構

造の変化」が社会問題として段階的により深刻化して参ります。2030 年に向けては、生産

人口が 6 割を切ると推計され労働力不足がさらに厳しい状況を迎えます。かけがわ苑通所

介護事業所では、介護化ⅮＸ化の推進等により生産性向上を図り、働きやすい職場作りを行

うことで人材の育成・定着を目指していきます。また、中長期的な事業計画となる「第 2次

10 か年計画」の初年度として、管理栄養士による栄養相談や健康講話等、ご利用者が健康

増進に繋がるサービスの土台作りを行い、遊びリテーションや生活リハビリを通じて、楽し

みながら身体を動かかせる機会を提供できるようサービスの見直しに取り組んで参ります。 

 

事業目標 

① 利用者確保 

安定した経営状況を確保するため、１日平均の要介護利用者数を 25.0 名とし、健康志

向の高い顧客の獲得を図ることにより稼働率の上昇を目指す。また現利用者以外の地域

の利用者確保にも努めていく。 

② 介護ＤＸ化の推進 

ケアプランデータ連携やLIFEによる厚労省からのフィードバックデータの活用を行う。

また ICTの活用により生産性向上に繋げる検討を行う。 

③ 委員会活動の充実 

１) 感染防止委員会 

委員会を 2ヶ月に 1回開催し、教育研修（年１回）、訓練を年 1回以上行う。全職員

に周知徹底を行い、感染予防に努める 

２)虐待防止・身体拘束廃止委員会 

虐待の発生又は再発防止のための措置として、委員会を 2ヶ月に 1回開催し内部研

修を年 2回以上行う。 

３)事故防止委員会 

事故発生時の適正な処置や対策をとるための委員会を 2 ヶ月に 1 回開催し内部研修

を年 2回以上行う。 

４)防災委員会 

南海トラフ地震に備え、福祉避難所としての機能周知と理解を深め対応の準備をす

すめるとともに、災害に備えた事業継続計画（以下 BCP）の定期見直しとそれに基

づく研修や訓練を行う。 

５)安全衛生委員会 

委員会を定期的に開催し、労働災害防止の措置や啓発に努める。特に運転業務につ



いては、車両事故低減システムの活用を図り安全運転への啓発を継続する。 

６)生産性向上検討委員会 

業務効率化と介護の質の向上を図るため、職員が働きやすい環境改善を目指す。 

④ 法令遵守の徹底 

県から示される介護保険施設等指導方針や集団指導に基づき、運営上の重点事項を把

握し整備を進める。全職員が介護保険制度理解を深め適正な事業に繋げるための内部

研修を開催する。 

⑤ サービス評価の実施 

福祉サービス第三者評価事業を受審する代替手法として、居宅介護支援事業所の担当ケ

アマネジャー対象にアンケートを行い第三者の目でサービス評価をいただく。また事業

所内でも、第三者評価事業の評価基準に基づき自己評価を行い、是正をしていく。 

 

具体的取組み 

① 居宅介護支援事業所に定期的に訪問または ICT を活用して空き情報を提供する等の営

業を行う。また、それ以外の機会においてもケアマネジャーとの接点を増やし情報共

有と連携を密に行う等してケアマネジャーとの関係を強化していく。また、事業所広

報誌「和顔愛語」の発行やホームページで事業所の新着情報（ブログ等）を掲載し、

利用者・ご家族及び関係機関や地域の皆様へ事業案内を図り、情報発信をしていく。 

② ケアプランデータ連携システムや LIFE の活用により業務改善に努めるとともに、ICT

を活用した業務スリム化や負担軽減策を検討することで職員の働きやすさとご利用者

のサービス向上を叶える。但し、ご家族との連絡ツールについては、デジタル化も検

討していく一方、令和 7 年度実施したアンケート調査によりご利用者・ご家族に一定

数の方が紙ベース対応を望む現状であることから、考慮した対応をとっていく。 

③ 感染防止委員会については、看護師を中心に利用者の日々の体調に気を配りながら、

蔓延防止に努めていく。虐待・身体拘束委員会は虐待の芽チェックリストを年 4 回行

い、集計結果を職員に周知し利用者の尊厳の保持や人格を尊重するための措置を講じ

ていく。事故防止委員会で日々のヒヤリハットや事故についての対策を検討し周知・

徹底していく。防災委員会については、毎月訓練を実施し、職員の防災意識を高め、

非常時に備えていく。また災害 BCP を職員に周知した上で、BCP に基づく訓練等を行

っていく。生産性向上検討委員会を 3 ヶ月に１回開催をし、現場の課題の見える化を

図り、業務改善に向けての取組を行なうため、「気づきシート」に基づき、実行計画、

改善活動、振り返りを行っていく。 

④ 県の介護保険サービス提供事業者説明会（集団指導）を聴講し、管理者及び生活相談

員は介護保険改正の内容と解釈の積極的な把握に努める。また内部研修にて事業所内

職員への周知を行う。その他の外部研修へも積極的に参加し、研鑽に努めるとともに

令和 9年度の介護保険改正に向けて情報収集を行っていく。 

⑤ サービス評価については、令和 7 年度に第三者評価事業の受審を検討するも、まずは



サービスを提案するケアマネジャーの視点でアンケート回答してもらう等の外部評価

と、事業所内で実施する内部評価にて改善すべきことを見出し、是正していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和８年度  

かけがわ苑居宅介護支援事業所 事業計画書 

 

事業方針 

 かけがわ苑居宅介護支援事業所は、多様化・複雑化するケースが増える中、主任ケアマネ

ジャーを中心に適切なケアマネジメント手法を確立し、地域包括支援センター等の他機関

と連携を強化することで、どのようなケースにも対応できるようケアマネジャーの質の向

上を図って参ります。 

 また、昨今では全国的にケアマネジャーの人材不足、高年齢化の課題が取り上げられてお

りますが、当事業所におきましては、安定した経営の実現と優秀な人材確保及び定着につな

がるよう、ICT化による業務の効率化や適正な労務管理、メンタルヘルス対策を促進し、職

員が安心かつ労働負荷の軽減を実感できる魅力的な職場環境を整備して参ります。 

 

事業目標 

① 利用契約者の確保 

安定した経営状態を確保するため、令和 7 年度中に減数となった職員体制を 6 月には

充足させる。令和 8 年度より新たに着任する事業所管理者のもと早期に軌道に乗せ、

8 月からのケアプラン作成数は介護給付対象者を月 180 件、予防給付対象者を月 25

件に目標を置く。 

② 質の高いケアマネジメントの推進 

主任ケアマネジャーを中心に適切なケアマネジメント手法を取り入れたケアプラン作

成を行い、事業所全体のケアマネジメントの資質向上と法令遵守に努め、生産性向上

を意識した業務改善に努める。 

③ 地域包括ケアシステムの推進 

事例検討会や研修等を活用して各関係機関との連携の強化と多職種協働による医療サ

ービス・介護サービスを紹介できる関係を構築する。 

地域包括支援センターとの連携で必要な社会資源の発掘と共有を行うとともに多様化 

・複雑化する課題に取り組めるケアマネジメントの向上に努める。 

④ 人材育成 

ケアマネジャーの高齢化と人材不足の観点より令和８年度も主任ケアマネジャーの新

規取得を確立するとともに、キャリア別研修へ積極的に参加して職員個々のキャリア

アップを図ることでマネジメント力の深化が進み、ケアマネジャーの仕事に魅力を感



じながら職員が定着する事業所づくりを目指す。 

⑤ ICT 機器の活用、実践 

ケアプランデータ連携システムの活用や既存ソフトの活用拡大、更なる ICT 化を視野

に入れながら端末の新規入替や運用方法の研究により業務のスリム化と効率アップを

図ることで経営の安定や職員の働きやすさ、ご利用者へのサービス向上に繋げてい

く。 

具体的取組み 

① ・各地域包括支援センターはじめ病院や関係施設等へは営業を目的とした訪問を行う 

ことで職員全員が常に新規獲得を意識して目標達成を目指す。 

目標達成後も職員全員で新規獲得に取り組み、各支援者と協力体制を構築する。 

② ・実績管理表の活用と主任ケアマネジャーによるケアプラン点検及び管理と諸加算の 

   算定要件等の確認を確実に行い、法令遵守を意識した運営を推進するとともに、

ICT機器の活用以外でも通常業務の見直しを行い、業務の効率化を図る。 

・医療職の基礎資格を持つケアマネジャーが他機関医療職との連携の中心となり、 

他のケアマネジャーに医療面での助言等を行うことで、主任ケアマネジャーと共に

事業所全体のケアマネジメント力の向上を図る。 

③ ・各地域包括支援センターはじめ他の関係機関が主催する事例検討会、研修等へ積極 

   的に参加して顔の見える関係性を構築しながら、多様化・複雑化するケース対応が

できるケアマネジメント力を身に付ける。 

・高齢者はじめ障害者やヤングケアラーなど様々な人々を支える支援体制作りの担い

手となるために積極的に地域ケア会議へ参加して地域の信頼を得る事業所を目指

す。 

④ ・主任ケアマネジャー新規取得とケアマネジャーの人員確保を図り、安定した経営と 

   職員体制を図るとともに継続した雇用を確立するために、ハラスメント対策の強化

やキャリアアップできる体制を構築する。 

・介護支援専門員実務者研修においての見学実習を積極的に受け入れることで、実習

生にはケアマネジャーの実務や魅力を伝える一方、職員はケアマネジャーとして初

心に帰り、客観的に実務を振り返り成長する機会にする等、双方に効果が得られる

ようにする。 

⑤ ・ケアプランデータ連携システムと各 ICT機器を活用した業務（オンライン研修への 

   参加や会議開催、AＩ機能の活用）を行い、ケアマネジメントの資質向上と業務の 

効率化を図るとともにセキュリティ対策も強化することで個人情報の漏洩等防ぎ、 

訪問先でも安全に活用する。 

 

 

 



令和８年度 

掛川市ききょう荘 事業計画書 

 

事業方針 

令和 8年度は、掛川市ききょう荘にとって施設運営の最終年度となる、極めて重要な一年

となります。掛川市の集約化方針を踏まえ、これまで培ってきた支援の質を維持しながら、

利用者の皆様が安心して新たな生活へ移行できるよう、計画的かつ丁寧に取り組んでまい

ります。 

利用者支援につきましては、令和 8年 12月末までに全利用者の移行を完了することを目

標とし、掛川市および関係機関と連携しながら、個々の状況に応じた支援を進めてまいりま

す。移行に伴う不安を軽減するため、説明と対話を重ね、移行先の選定・調整・引継ぎを着

実に行ってまいります。 

職員体制につきましては、利用者の減少に伴い段階的な縮小が必要となりますが、業務の

効率化と役割分担の明確化を図りながら、最終期の運営を滞りなく進めてまいります。また、

職員の雇用継続に向けた調整について、法人と連携しながら情報提供と支援を行ってまい

ります。 

事業終結に向けましては、記録整理・資産処分・契約精算などの終結業務を計画的に進め

るとともに、外部からの関心が高まる中、利用者・ご家族・保証人・関係機関の皆様に対し

て適切に情報提供を行い、ご理解をいただきながら、混乱のない事業終了を目指してまいり

ます。 

さらに、災害対応や感染症対策などの安全管理につきましても、職員数の減少を踏まえた

体制を整え、閉鎖までの期間においても利用者の安全を最優先に運営を継続してまいりま

す。 

 

事業目標 

１．相談援助（生活相談員） 

（１）利用者の移行支援の強化 

①令和 8年 12月末までに全利用者の移行を完了することを目標として取り組みます。 

②掛川市および関係機関と定期的に協議を行い、移行先の選定を明確にします。 

③精神疾患・保証人不在・移行拒否などの困難ケースにつきましては、行政と協働し必要

に応じて個別面談を開催します。 

 

（２）相談業務の整理と情報の適切な管理 

①個別支援記録、契約書類、健康情報、生活歴などを整理・保管し、必要な情報を整えま

す。 

②集約化方針や移行状況について、利用者・ご家族・保証人・関係機関へ丁寧に情報提供

を行います。 



③移行先施設と連携し、支援に必要な情報を適切に共有します。 

（３）移行に必要な事務的支援 

①金銭管理や各種手続きなど、生活継続に必要となる事務的な事項について、関係機関と

連携しながら支援します。 

②手続きや準備事項を整理し、新しい生活が円滑に開始できるよう調整します。 

 

２．生活支援（支援員） 

（１）日常生活の安定と環境づくり 

①移行期においても生活リズムの維持を図り、安心して過ごせる環境を整えます。 

②利用者の要望を取り入れたグループ行事を企画し、生活の楽しみを提供します。 

③居室環境の整備を利用者と共に行い、清潔で快適な生活空間を維持します。 

 

（２）健康維持に向けた日常的な取り組み 

①棒体操・歩行運動・踏み石歩行などを継続し、虚弱化防止に努めます。 

②食事・排泄・清潔保持など、日常生活動作の見守りや声かけを行います。 

③体調変化に気づいた際は、看護職員と連携して対応します。 

 

（３）移行に向けた実務的な準備支援 

①居室の片づけや荷物の整理など、移行に伴う準備を個別に支援します。 

②移行日程に合わせた生活面の調整（持ち物整理、必要物品の確認など）を行います。 

③相談員が行う手続き支援と連携し、生活面で必要な準備が滞りなく進むようサポート

します。 

 

３．健康管理（看護職員） 

（１）フレイル予防と健康状態の安定 

①多職種と連携し、日常の健康管理を継続して行い、体調変化に早期に気づける体制を維

持します。 

②バイタル測定や健康観察を適切に実施し、必要に応じて嘱託医等と連携して対応しま

す。 

 

（２）医療情報の整理と引継ぎ 

①移行先施設への紹介状・サマリーを作成し、必要な医療情報を適切に引き継ぎます。 

②服薬の準備・配薬・服薬確認・残薬管理を適切に行い、服薬状況を把握して安全な服

薬管理を継続します。 

③受診調整や医療機関との連携を行い、必要な医療が継続できるよう支援します。 

 

（３）口腔機能の維持 



①誤嚥予防のため、口腔体操を毎食前に継続して実施します。 

②口腔清潔の保持に向けた支援を行い、必要に応じて歯科医療機関と連携します。 

４．食生活・栄養管理（管理栄養士） 

（１）栄養状態の維持と個別対応 

①個々に適した食事形態を提供し、日々の変化を観察しながら食事機能や栄養状態の維

持に努めます。 

②多職種と連携し、誤嚥予防など安全に配慮した食事支援を継続します。 

③食事形態・嗜好・注意点などの情報を整理し、移行先へ確実に引き継げるよう準備を進

めます。 

 

（２）こだわりの食事提供と安心感の維持 

①給食委託会社で精米したお米、化学調味料不使用の調味料、手作りおやつなど、質に配

慮した食事を提供します。 

②塩分控えめでも満足感のある味付けや栄養バランスに配慮し、安心して食事を楽しめ

る環境を整えます。 

③季節のメニューや行事食、外注食を取り入れ、食事の時間が楽しみとなるよう工夫しま

す。 

 

（３）安全衛生管理と備蓄の適正化 

①給食委託会社と連携し、安全な調理と衛生管理を徹底し、食中毒防止に努めます。 

②閉鎖に伴う給食・栄養関連の手続きを、保健所の指示を受けながら円滑に進めます。 

③食品備蓄の在庫を見直し、無駄が生じないよう計画的に調整します。 

 

５．災害対策 

（１）災害時の安全確保と訓練の強化 

①職員数の減少を踏まえた最小限体制での災害対応方法を明確にします。 

②地震・火災・土砂災害を想定した月例訓練を継続し、避難支援の方法と役割を確認しま

す。 

③災害対応の流れを整理し、職員間で共有することで、組織としての災害対応力を強化し

ます。 

 

（２）備蓄管理と有効活用 

 ①備蓄物資の状態を定期的に確認し、必要な物資を適切に管理します。 

 ②使用期限が近い備蓄品については、段階的にフードバンクへ提供し、有効活用につなげ

ます。 

 

６．委員会活動 



（１）感染対策委員会 

①日常の標準的な感染症対策（手指消毒、マスク着用、換気、消毒）を継続し、流行期に

は段階的な対策強化を行います。 

②感染症発生時の対応手順を職員間で共有し、閉鎖期における業務継続と移行支援に支

障が生じないよう体制を維持します。 

 

（２）事故防止委員会 

①ヒヤリ・ハット報告および事故報告のデータ管理・検証を行い、職員へ共有します。 

②リスクマネジメントの視点から再発予防策を検討し、事故防止に向けた取り組みを継

続します。 

 

（３）身体拘束適正化検討委員会 

①利用者の能力・行動パターン・生活背景を踏まえ、身体拘束を行わない支援を継続しま

す。 

②移行期における不安や混乱に配慮し、安全確保と尊厳保持の両立に努めます。 

 

（４）虐待防止検討委員会 

①虐待の発生または再発を防止するための対策を検討し、職員への周知と必要な研修を

実施します。 

②移行支援に伴うストレスや環境変化に起因するリスクに留意し、早期発見・早期対応を

徹底します。 

 

（５）サービス向上委員会 

①接遇マナー（挨拶、笑顔、丁寧な言葉づかい）について、職員が自己点検・相互点検を

行い、必要に応じて改善に取り組みます。 

②ハラスメント対策を継続し、意見を尊重し合える職場環境を維持することで、閉鎖期に

おける心理的安全性と円滑なコミュニケーションを確保します。 

 

７．設備・環境整備 

（１）安全確保に必要な最小限の修繕 

①新たな設備投資は行わず、安全確保に必要な最小限の修繕のみ実施します。 

②修繕が必要となった場合は、掛川市と協議しながら適切に対応します。 

 

（２）備品・資産の整理と処分計画の推進 

①備品・資産のリスト化を行い、資産処分計画に基づいて整理を進めます。 

②資産台帳を整備し、法人への引継ぎを確実に行います。 

 



（３）閉鎖後の原状回復に向けた準備 

①閉鎖後の原状回復について掛川市と協議し、必要な対応を計画的に進めます。 

②原状回復に必要な範囲を明確にし、過不足のない対応を行います。 

  



令和８年度 掛川市西部地域包括支援センター事業計画書 

１ 委託事業 地域包括支援センター業務 

２ 事業期間 令和 8年 4月 1日～令和 9年 3月 31日 

３ 担当圏域 
掛川市西部地区 

（桜木、原谷、和田岡、原田、西郷、原泉） 

４ 職員体制 
管理者兼保健師 1名、社会福祉士 1名、主任介護支援専門員 2名、看護

師 0.8名 計 4.8名 

５ 
担当圏域の実情・

ニーズ・地域課題 

掛川市西部地域では、人口減少と高齢化が特に山間部で深刻化してお 

り、原泉・和田岡・原谷・原田の 4地区では高齢化率が 35〜50％に達す 

る。こうした中、独居高齢者や高齢者のみ世帯が年々、増加し、かつ 

家族との関係性の希薄化も進むことで、地域内で異変に気づきにくく 

相談が重度化してから寄せられる傾向が強まっている。その結果、支援 

調整が複雑化し、対応に長期化を要する事例が増えている。 

また、認知症、頼れる身寄りがない、虐待、経済困窮など複合的な課題 

を抱える高齢者が増え、家族不和やキーパーソン不在、精神的問題を抱 

える家族、訪問拒否事例、外国人高齢者とその家族への支援など、多様 

で複雑なケース等に対し対応が追いついていけない現状が出現してい 

る。 

医療・介護面では、山間部の交通手段の乏しさから通院困難者が増加し 

ている一方で、訪問介護・診療の需要が高まる中、人材不足が深刻化し 

ている。また、市中心部とのサービス格差も拡大しており、特に免許返 

納後の交通弱者支援が不足している点も大きな課題である。 

さらに、住民の健康管理意識や ACP（人生会議）の普及が不十分である 

ことから、予防的な相談が少なく、問題が顕在化してからの支援が中心 

となっている現状も課題である。 

また、ICT活用の遅れにより、情報共有や見守りのデジタル化が進まず、 

業務効率化が進まない点も課題として挙げられる。 

以上の状況を踏まえ、西部地域では、見守り体制の再構築、交通弱者支 

援、人材確保、ICT活用の推進、住民の主体的な健康づくりの促進など、 

地域全体で支え合う仕組みの再構築が喫緊の課題となっている。 

６ 
西部地域包括支援

センターの方針 

（１） 地域包括ケアシステムの構築  

高齢者が住み慣れた地域で自分らしい生活を人生の最期まで続

けられるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に

提供される地域包括ケアシステムのさらなる充実と強化を図る

ため、令和 8 年度以降は地域包括支援センターが市と連携し、

地域資源の活用と多職種協働の推進、高齢者の生活を支える支

援体制の整備、住民や関係機関との協働による地域づくりなど



の取組を一体的に進め、地域包括ケアシステムの持続的な構築

と発展に向けた施策を推進します。 

（２） 専門職によるチームアプローチ 

地域包括支援センターに配置された社会福祉士、保健師（看護

師）、主任介護支援専門員の資格を持った職員が、多様化、複雑

化した相談等に対応するために、それぞれの専門性を活かし、連

携、協働しながら問題解決を図る。“チームアプローチ”を実践

します。また、地域の保健・福祉・医療・介護の専門職やボラン

ティア、民生委員等関係者と連携を図り、活動します。 

（３） 公正性・中立性の確保 

地域包括は、市の介護、福祉行政の一翼を担う公益的な機関とし

て、公正かつ中立性を確保し、その運営に関する費用は介護保険

料や国、県、市の公費によって賄われていることを十分理解した

うえで、適切な事業運営に努めます。 

７ 事業別の実施内容             ※各包括ごとの当年度重点取組に〇を記入する。 

事業、業務名 具体的な取り組み（何を、どのように） 数値目標 
重点 

取組 

①総合相談支援業務 

 

実態把握 

・民生委員と協力して実態把握調査を行い、

その情報から必要に応じて訪問、再訪問を

ふくしあ行政と連携し相談対応をします。 

実態把握調査 1

回/年 

実態に応じて訪

問 

 

総合相談 

・相談内容に応じて 3 職種で協議し適切な

対応に努めます。相談内容により、関係機

関や有効な社会資源と連携してサービス

の利用や支援策を提案して行きます。  

・重層的な支援について体制等を考察して

行きます。 

随時  

②権利擁護業務 

 

高齢者虐待の早期

発見、早期介入 

・様々なルートから寄せられる虐待の通報

や相談に対し早急に情報収集、事実確認を

行い、関係機関と連携して早期介入に努め

ます。そのための関係機関との関係性の構

築を図ること、対応の知識や技術の習得に

努めます。 

随時 

 

高齢者虐待対応

に関する研修 

1回/年 

 

成年後見制度等の

利用支援 

・地域で行う講座等で成年後見制度等の利

用促進を行います。 

・司法書士、弁護士との交流会へ参加し情報

の共有を図ります。 

随時  



・市長申し立て事例等に関しては担当課と

ともに成年後見制度利用促進中核機関と

連携を図り支援に努めます。 

消費者被害への相

談支援 

・消費者被害から高齢者を守るために、地域

の情報収集に努め、被害の未然防止のため

の啓発を行います。訪問の際、注意喚起の

チラシを配布し啓発します。 

・被害相談時には消費生活センターや警察

等関係機関と連携し対応に努めます。 

随時  

③包括的・継続的ケアマネジメント支援 

 

地域おける包括

的・継続的ケア体

制の構築 

・地域関係機関等へ周知活動を行い顔の見

える関係作りと支援連携強化に努めます。 

・ふくしあ内で圏域の地域課題を抽出、把握

し具体的取り組みについて検討して行き

ます。 

・懇話会を開催し地域に関する情報共有と

支援協力体制づくりに努めます。 

周知事業随時 

 

ふくしあ連携会

議 １２回 

 

相談協力員懇話

会 8回 

 

介護支援専門員へ

の支援 

・ケアマネサロン「ほくほく」を開催し、ケ

アマネ業務課題と地域課題、また社会資源

について情報共有を行います。 

・西部圏域の居宅介護支援事業所を対象と

した勉強会を定期開催していく。 

・旧掛川市圏域の地域包括支援センター主

催研修の企画、開催に向け協力を図り、介

護支援専門員の質の向上に努めます。 

ほくほく年 2回 

 

勉強会 年 6回 

 

3 包括主催研修

年 1回 

 

④介護予防ケアマネ

ジメント業務・指定

介護予防支援 

・基本チェックリスト該当者に対し、自立支

援、介護予防、重度化防止を意識したケア

マネジメントを行います。 

・委託居宅介護支援事業所に対し、介護予防

支援業務の適正実施に向けた指導・助言、

情報提供、業務状況の確認および必要な改

善支援を行います。 

随時  

⑤地域におけるネットワーク活動の展開 



 

地域の見守り活動

の周知・拡大 

ふくしあ社協の協力のもと、見守りネットワ

ーク組織の立ち上げ後の継続的な運用が可

能となるために各地域へ助言、指導等を行い

ます。 

随時  

地域の社会資源の

掘り起こしと活用 

広報紙「ほっこり」を年１回発行し、関係機

関などに配布をし、引き続き民間企業とのネ

ットワークを広げていきます。 

ほっこり年１回

発行 
 

⑥認知症に関する取り組み 

 

認知症への理解を

深める普及・啓発 

➀認知症ケアパスを地域住民や関係機関・相

談対応時に配布し普及・啓発に努めます。 

②市民キャラバンメイトや認知症ボランテ

ィアと共にサポーター養成講座等を実施し

ていきます。（市民向け・シニアクラブ・地

区福祉協議会等） 

随時     

 

3回/年 
 

認知症高齢者やそ

の家族に対する支

援 

➀地域に繋がらない、介護保険サービスに繋

がらない認知症の方や家族へ茶のみやカフ

ェ参加を促していきます。 

②若年性認知症交流会「はじめの一歩」へ協

力参加していきます。 

茶のみやカフェ 

定期開催（12 回/年） 

出張開催（1 回/年）

確認 

は じ め の 一 歩 

（1回/年） 

〇 

認知症疾患センタ

ーとの連携 

➀認知症施策会議で各包括推進員、予防支援

係、認知症疾患センターと連携し、認知症に

関する研修会を企画実施していきます。 

②認知症疾患センターと連携し個別ケース

対応への早期介入に努めます。 

1回/年 

 

 

随時 

 

認知症初期集中支

援チームの業務 

対象者を包括内で検討し、認知症初期集中支

援チームと連携を図り、適切な医療、支援に

繋げられるよう対応していきます。 

随時  

⑦生活支援体制整備

事業に関する取り

組み 

ふくしあ社協、行政と協働し圏域内で不足し

ているサービス等を把握し、高齢者を支える

仕組みづくりを検討し行きます。 

随時  

⑧地域ケア会議の開催 

 個別 

週 1回の包括支援センター内定例会議、月 1

回のふくしあ連絡会等を利用しケース対応

を検討し「権利擁護」「認知症」「処遇困難」

等の事例について、担当介護支援専門員や必

要関係機関を招集し会議開催して行きます。 

開催数 10回  



地域 

地域元気の WA や懇話会等を通じて、住民の

「出会い」と「つながり」の仕組みづくりを

ふくしあ入所団体とともに取り組んでいき

ます。 

開催数 9回 〇 

⑨在宅医療・介護連携

推進事業に関する

業務 

地域多職種連携会議（さてつ）に出席し、在

宅医療機関と連携を深めて行きます。 

新・私の健康人生設計ノートの普及啓発に努

めます。 

静岡県医師会が運用する地域包括ケア情報

システム（シズケアかけはし）を通じた ICT

ネットワークを有効活用して行きます。 

12回/年  

  

 


